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• トラック運送業の市場規模（営業収入）は年間約20兆円と少しずつ拡大基調にあります。

• 輸送トンキロ※推移において営業用トラックによる輸送は緩やかに増加しています。
• 労働集約型産業である一方、従業員10名以下の小規模事業者の割合が高く（46%）、効率化が難しい状況です。
※輸送トンキロ：トン数に輸送距離を乗じてその仕事量をあらわした単位 。1トンのものを10キロメートル輸送したときは10トンキロとなる。

１．トラック運送業の現状

出典：全日本トラック協会「トラック運送業界の現状と課題」
出典：国土交通省資料

トラック運送事業の営業収入推移

約20兆円
少しずつ拡大

輸送トンキロの推移

緩やかに増加

運送業者における従業者数
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• トラック運送業では、高齢化や人手不足といった人材面の課題を抱えています。

• 高齢化・・・正社員（全職種）の年齢構成をみると40代以上が43.1％であるのに対し、トラックドライバーに限定すると

75.1%を占めており、若年層に選ばれにくいと言えます。

• 人手不足・・・有効求人倍率は全職種より約2倍も上回っており、他産業と比較しても確保が難しい状態です。

• 2024年4月から、労働時間等の労働条件の改善を図るため拘束時間や休息期間について基準等が設けられています。

２．トラック運送業の課題

出典：全日本トラック協会「トラック運送業界の現状と課題」

トラックドライバーの年齢構成 トラックドライバーの有効求人倍率

1.23

2.79

出典：厚生労働省「職業安定業務統計」2023年12月時点

約2倍の差
40代以上

約75%
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• トラック運送業者の課題となる人手不足や労働環境の改善などを目的とした補助金や助成金として下記のようなものがございます。

• 詳細な情報は2次元コードよりご確認ください。

３．トラック運送業者の対応策（補助金・助成金活用）

NO 補助金事業名 概要 公募期間
補助率

（条件あり）
補助上限 対象経費 二次元コード

1 商用車の電動化促進事業
2050年カーボンニュートラル及び2030年温室
効果ガス削減目標の達成に向け商用車の電動
化に対する補助

令和7年1月31日まで 2/3以下 500万円
・商用BEV(電気自動車)
・PHEV(プラグインハイブリッド車)

・FCV(燃料電池自動車)など

2
ドライバー確保のための運転免
許取得支援助成事業

少子/高齢化時代における労働力確保を図るた
めに必要な資格取得費用の補助制度

随時 全額 40万円 ・運転免許取得に係る費用

3
先進安全自動車（ASV）の
導入に対する支援

先進安全自動車（ASV）の普及を促進し事
故の削減を図るため、自動車運送事業における
ASVの導入支援を行う事業。

令和7年1月31日まで 1/2以下
1 車両あたり

上限 10 万円

・衝突被害軽減ブレーキ
・車間距離制御装置＋車線維持支援
制御装置

4
過労運転防止のための先進的
な取り組みに対する支援

過労運転による事故等を未然に防止するために、
リアルタイムで運転者の疲労状態の確認や注意
喚起等を可能とするために必要な先進機器等の
導入支援を行う事業

令和7年1月31日まで 1/2
1 車両あたり

3 万円

・ 遠隔点呼機器
・ 自動点呼機器
・ 運行中における運転者の疲労状態を
計測する機器など

5
社内安全教育の実施に対する
支援

自動車運送事業者が外部機関によるコンサル
ティングを活用することにより、社内従業員に対し、
自動車事故防止に係る安全教育を実施する場
合の費用支援を行う事業

令和7年1月31日まで 1/3 100万円
・国土交通大臣が認定したコンサルティン
グの実施
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• 物流の2024年問題とは、2024年4月からトラックドライバーの時間外労働の960時間上限規制と改正改善基準告示が適用され、
労働時間が短くなることで輸送能力が不足し、「モノが運べなくなる」可能性が懸念されていることを言います。

• トラック運送事業者は、法律に則った労務管理が必要です、今一度、詳細な情報をご確認ください。

【参考】物流の2024年問題とは

拘束時間や休息期間、運転時間など細かな基準が
あるため、社内規程の整備や労務管理のデジタル化
などの対策が必要となります。
労働時間等の改善基準の詳細は下記2次元コード
よりご確認ください。

詳細はこちら


